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法務委員会主催セミナー            

                                    ２０２６年０４月２７日 

 

「日独合弁会社の実務 －設立から撤退まで－」 ご案内 
（共催：デュッセルドルフ日本商工会議所・フランクフルト日本法人会） 

 

ドイツ企業との合弁会社設立は、日系企業とドイツ企業のリソースやノウハウの融合を実現し、両者のビジネスの

更なる発展を可能にします。他方、合弁パートナーが思うように事業に協力してくれない、合弁パートナーとの方向

性の違いによって合弁事業が止まってしまうなど、単独での事業運営にはない難しさがあります。また、合弁パート

ナーに提供する情報の管理・選別や、合弁会社との競業避止義務など、完全子会社の場合では必ずしも検討しな

い法的論点もあります。さらに、合弁会社の開始時点で、事業からの撤退戦略も検討しておく必要があります。  

 

本セミナーでは、合弁会社の設立段階からその運営、解散に至るまで、合弁会社のライフサイクルの各段階にお

いて検討すべき重要なポイントについて、法務の観点から、実例を交えつつ解説いたします。  

合弁会社が企図した最大限の成果を発揮し、かつ潜在的なリスクを最小限に抑えるには、現地法の理解に基づい

た合弁会社の設計、及び社員間契約の作成が必要不可欠です。特にドイツにおいては、有限会社のガバナンス体

制を比較的自由に設計できることから、社員間契約における当事者間の合意内容が、より重要な意味を持つこと

になります。この点も踏まえて、社員間契約においてどのようなガバナンス体制を設計し、どのような合意内容に基

づいて合弁会社を運営していくべきか、という契約実務についても解説いたします。  

     ■合弁会社の設立  

     ■合弁会社の社員の権限・責任 

     ■合弁会社の取締役 

     ■合弁会社の運営 

     ■合弁会社からのエグジット 

 
 
＊ フランクフルト日本法人会会員企業には同会からもご案内が送られます。 

＊ お申し込みはフランクフルト日本法人会までお願いいたします。 

＊ 本セミナーは、4 月 17 日（金）にデュッセルドルフで開催のものと同じ内容です。 

 

記 

 

   日   時： ２０２６年６月２日（火）１５:００～１７:００、 セミナー後、会場で懇親会（～１８:００） 

   開催方法： 対面式（リアル開催）  

場   所： グライス・ルッツ法律事務所 フランクフルトオフィス:  Taunusanlage 11, 60329 Frankfurt am Main 

          https://www.gleisslutz.com/en/directions-frankfurt 

講   師： グライス・ルッツ法律事務所（Gleiss Lutz） 

Dr. Torsten Spiegel（トルステン シュピーゲル）氏／ドイツ法弁護士 

Dr. 金子・友次 ベネディクト（かねこ ゆうじ ベネディクト）氏／ドイツ法・NY 州法弁護士 

稲村 将吾（いなむら しょうご）氏／日本法弁護士 

   言   語： 日本語 

   定   員： ３０名 
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お申し込み方法： 参加無料です。ご希望の方は、「個人データ保護規約」に目を通して頂いた後、申込用紙に必

要事項をご記入の上、５月２７日（水）までにメール (info@hojinkai.de) にてお申し込み下さい。申込書を受け取り次

第参加確認書をご送付いたします。 

問合せ先：フランクフルト日本法人会事務局 Tel.: 069 – 20727, E-Mail: info@hojinkai.de 

 

個人データ保護規約 

この個人データ保護規約は、フランクフルト日本法人会 －Vereinigung der Japanischen Unternehmen Frankfurt e.V., 

Roßmarkt 13, 60311 Frankfurt am Main－（以下、日本法人会と称す）が、法務セミナー「日独合弁会社の実務 －設立か

ら撤退まで－」 の申込者から取得する個人情報に関し、その取り扱い方法を定めたものです。 

１. 日本法人会は、申込者から取得した個人情報を次の目的に利用します： 

- 申込拝受後の参加確認書のメール配信のため 

- 申込者からの問い合わせへの対応、または日本法人会から申込者への問い合わせのため  

２. 日本法人会は、取得した個人情報を第三者に提供することはありません。 

３. 個人情報の保存期間： 本事業が終了後、速やかにこれを消去いたします。 

４. 申込者は、本個人データ保護規定への同意の意思表示を行うことによって、日本法人会による個人情報の取り扱い

に同意したこととなり、日本法人会は申込者のかかる同意に基づいて 申込者の個人情報を取り扱います。ただし、申込

者はかかる同意をいつでも撤回することが 出来ます。 

５. 問い合わせ先：フランクフルト日本法人会 Vereinigung der Japanischen Unternehmen Frankfurt e.V. 

Roßmarkt 13, 60311 Frankfurt am Main Tel.: 069 – 20727 

 

同意書 ／ 申込書 

フランクフルト日本法人会の個人データ保護規約に同意し、法務セミナー「日独合弁会社の実務 －設立から撤退ま

で－」  に申し込みます。（ご本人の署名と E-Mail アドレスが必要です。）   E-Mail:  info@hojinkai.de 

 

御社名    

 

1.  参加者氏名  ご署名   

 

E-Mail    

 

2.  参加者氏名  ご署名   

 

E-Mail    

 

今回のテーマに関してご関心の高い点などがございましたら、ご記入ください。 

関心事項：     


